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平
成
30
年
度

 
甲
賀
市
決
算

特
別
会
計

　

平
成
30
年
度
も
全
会
計
で
黒
字
を
維
持
し
て

い
ま
す
。

　

社
会
保
障
分
野
に
お
け
る
特
別
会
計
（
国
民

健
康
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
、
介
護
保
険
）

の
歳
出
決
算
額
は
、
前
年
度
よ
り
下
回
り
ま
し

た
が
、
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
年
々
増
加
す
る

傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
財
源
は
、
一
定
割
合
を
繰
出
金
と

し
て
一
般
会
計
か
ら
支
出
さ
れ
る
仕
組
み
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
今
後
も
保
険
給
付
費
抑
制
の
た

め
の
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。

企
業
会
計

　

企
業
会
計
の
運
営
に
つ
い
て
も
、
一
般
会
計

か
ら
補
助
金
や
出
資
金
を
支
出
し
て
い
ま
す
。

公
営
企
業
の
経
営
悪
化
は
、
一
般
会
計
の
経
営　

悪
化
に
つ
な
が
り
ま
す
。
今
後
も
厳
し
い
経
営

環
境
が
予
測
さ
れ
る
た
め
、
経
営
計
画
等
に
基

づ
き
、
計
画
的
・
効
率
的
な
経
営
に
努
め
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
決
算
か
ら

見
る
財
政
状
況
は
、
黒
字

を
維
持
し
て
お
り
、
単
年

度
だ
け
で
考
え
る
と
健
全

財
政
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

　

し
か
し
、
社
会
保
障
関

係
費
の
増
加
見
込
み
に
加

え
、
合
併
特
例
措
置
期
間

の
終
了
に
伴
う
地
方
交
付

税
の
減
少
な
ど
か
ら
、
厳

し
い
財
政
運
営
が
見
込
ま

れ
ま
す
。

　

ま
た
、
老
朽
化
し
た
公

共
施
設
の
建
て
替
え
や
維

持
管
理
等
に
も
多
く
の
経

費
が
か
か
る
こ
と
か
ら
、

施
設
の
集
約
・
複
合
化
、

転
用
等
の
公
共
施
設
の
見

直
し
も
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

今
後
も
、「
子
育
て
・
教

育
」「
地
域
経
済
」「
福
祉
・

介
護
」を
基
軸
に
、「
あ
い

甲
賀 

い
つ
も
の
暮
ら
し
に

『
し
あ
わ
せ
』を
感
じ
る
ま

ち
」
を
実
現
す
る
た
め
の

事
業
を
進
め
る
と
と
も
に
、

安
定
し
た
持
続
可
能
な
財

政
運
営
に
向
け
た
取
り
組

み
を
強
化
し
て
い
き
ま
す
。

歳 入
429億
1，607万円

自主
財源
212億
9,361万円
（50%）

国庫支出金
38億3,264万円
（9%）

県支出金
24億4,513万円
（6%）

地方譲与税等
27億2,799万円
（6%）

依存
財源
216億
2,246万円
（50%）

市税
142億7,051万円
（33%）　　　▲1%

（　　）内は構成比
　　　内は前年度比

市債
52億

1,421万円
（12%）    　　　　▲19%

地方交付税
74億249万円
（17%）±0%

▲5%

▲3%
＋1%

その他
70億2,310万円
（17%）＋29%

歳 出
４１３億
９，１３７万円

（　　）内は構成比
　　　内は前年度比

総務費
68億2,057万円
（17%）　　　▲11%

公債費
42億4,052万円
（10%）  　　　＋12%

教育費
60億7,311万円
（15%）　　　＋6%

消防費
14億4,166万円
（4%）　　　▲1%

土木費
42億8,148万円
（10%）  　　　＋20%

その他
11億167万円
（3%） 　　　＋11%

民生費
124億9,782万円
（30%）　　　▲1%

衛生費
35億739万円
（8%）　　　▲6%

農林水産業費
14億2,715万円
（3%）  　　　▲17%

　
平
成
30
年
度
の
決
算
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　「
あ
い
甲
賀
　
い
つ
も
の
暮
ら
し
に
『
し
あ

わ
せ
』を
感
じ
る
ま
ち
」の
実
現
に
向
け
て
、「
子

育
て
・
教
育
」「
地
域
経
済
」「
福
祉
・
介
護
」

の
推
進
に
重
点
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

第
２
次
総
合
計
画
の
２
年
目
で
あ
る
平
成
30

年
度
は
、
人
口
減
少
に
立
ち
向
か
え
る
力
強
い

甲
賀
市
を
創
り
あ
げ
る
た
め
、
特
に
子
育
て
世

代
な
ど
若
い
人
へ
の
投
資
を
行
う
こ
と
で
、
ま

ず
は
若
者
の
定
住
を
促
進
し
、
そ
の
こ
と
に
よ

り
高
齢
者
の
皆
さ
ん
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
た

め
の
基
盤
づ
く
り
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

ま
た
、
小
中
学
校
施
設
整
備
事
業
を
は
じ
め
、

水
口
体
育
館
整
備
事
業
、（
仮
称
）
ま
ち
づ
く

り
コ
ア
・
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
建
設
事
業
や
信
楽
地

域
市
民
セ
ン
タ
ー
周
辺
施
設
整
備
事
業
な
ど
、

こ
れ
ま
で
整
備
が
遅
れ
て
い
た
合
併
特
例
事
業

を
進
め
ま
し
た
。
歳
入
・
歳
出
と
も
に
過
去
最

大
の
決
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
決
算
の
概
要

今
後
の
財
政�

�
�

ポ
イ
ン
ト

歳入決算額歳出決算額
自主財源は
前年度から3％増

福祉のための費用の
「民生費」がトップ

　ポイント　ポイント

自主財源
　市税や使用料・手数料など、市
が自主的に確保できる収入

依存財源
　地方交付税や国・県支出金など、
国・県の基準により交付される収
入（市債も依存財源に該当）

　法人市民税等の影響に伴い、市税全
体では前年度より 1 億 9,450 万円の
減となりましたが、公立甲賀病院建設
積立金の精算や重点事業への対応とし
ての基金の繰入金が増加したことなど
により、自主財源は前年度より 3％増
加しました。

　歳出を目的別に見ると、子どもや高齢
者、障がい者などの福祉のための費用で
ある民生費が 30％となり、昨年度に引き
続き最も多く、次いで庁舎管理や税務、
戸籍事務などの総務費が 17％となりま 
した。

市民１人あたりの市税負担額

49,695円
※�市税（個人市民税）の収入（45億1,398万円）を平成31年3月31日現在の人口
（90,833人）で割って計算しました。

市民１人あたりの歳出

455,686円

歳入決算額 歳出決算額

特
別
会
計

国民健康保険 87億3,442万円 87億� �532万円

後期高齢者医療 19億1,901万円 18億9,717万円

介護保険 74億7,465万円 71億2,189万円

土地取得事業 360万円 229万円

野洲川基幹水利施設
管理事業

3,041万円 3,041万円

小　計 181億6,211万円 177億5,709万円

企
業
会
計

病院事業
収益的収支 6億8,027万円 7億4,759万円

資本的収支 7,824万円 9,567万円

水道事業
収益的収支 30億9,129万円 26億4,237万円

資本的収支 5億4,387万円 10億7,507万円

診療所事業
収益的収支 2億1,314万円 2億� �234万円

資本的収支 108万円 917万円

介護老人保健
施設事業

収益的収支 3億� �564万円 3億� �� 31万円

資本的収支 — 1,258万円

下水道事業
収益的収支 38億8,963万円 37億2,390万円

資本的収支 17億3,036万円 29億4,118万円

小　計 105億3,354万円 117億5,024万円

合　計 286億9,566万円 295億� �734万円

※記載した金額や比率は、端数処理を行っているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

※１万円未満の端数を切り捨てているため各決算額と小計は一致しません。
※土地取得事業特別会計は、平成 30年度末をもって廃止されました。

※�歳出（413億9,137万円）を平成31年3月31日� �
現在の人口（90,833人）で割って計算しました。

入った
お金

使った
お金
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